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Ⅰ-1 治水対策とはどのような事業か？

○治水対策とは、洪水や高潮等の水害から、人命や財産、社会経済活動等を守る
ための対策をいう。

○水害の完全防止は、自然を相手にするため、社会面、技術面、財政面等からも
困難であり、現実には一定の治水目標を設定して施設整備を行っている。

○それを超える規模に備えて、水害の軽減を行っている。

○一般に上流よりも下流、支川より本川の方が氾濫した場合の被害規模が大きい。

○計画の策定や整備では上下流や本支川のバランスを適正に確保する。

治水対策

ハード対策

ソフト対策

治水目標を設定し、その目標に対して堤防・護
岸・ダムなどの河川施設を整備し対応する。

出来る限り水害を軽減するための施策を行う。
例；浸水ハザードマップや避難判断マニュアル
の作成 など
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Ⅰ-2 洪水による被害とは？

○洪水被害には、

①人命

②家屋の被害

③農産物被害

④浸水した事業所の生産停止などの被害

⑤道路や鉄道などの公共施設被害

このうち公共施設被害は道路や鉄道等な
どが途絶することで、新たな被害が発生
する。
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○都市部における洪水被害には、

①地下鉄、地下街など地下構造物の
被害

②ガスや水道などライフラインの被害

③危険物災害等の被害

一度被害を受けると、都市機能が麻
痺し、多大な損害が発生する。

洪水被害

一般被害 公共被害

人命

家屋の被害

農産物被害

事業所の被害など

道路

鉄道

など

洪水被害（都市）

一般被害 公共被害

人命

建物の被害

事業所被害

など

地下鉄

地下街

ライフライン

など

※出展「図解雑学 河川の科学」



Ⅰ-3 近年の被害状況は？

Ⅰ-3

○大阪府

○全 国

最大24時間雨量
（mm/24hr）

時間最大雨量
（mm/hr）

床下浸水
（戸）

床上浸水
（戸）

死者
（人）

昭和５７年台風１０号・豪雨 252.0 49.5 62,421 11,523 8 1,352箇所 61.5億円

平成元年９月豪雨 321.0 51.0 3,384 76 1 149箇所 6.6億円

平成７年７月梅雨前線豪雨 226.0 67.0 3,668 69 0 419箇所 14.2億円

229.0 83.0 1,229 125 0 194箇所 21.4億円

245.0 69.0 3,126 330 0 26箇所 2億円

平成13年 159.0 61.0 4 0 0 15箇所 1.7億円

平成16年 178.0 53.0 580 35 1 11箇所 2.3億円

平成19年 123.0 50.0 57 4 0 28箇所 4.6億円

平成20年 137.0 37.0 0 0 0 4箇所 0.4億円

最大24時間雨量
（mm/24hr）

時間最大雨量
（mm/hr）

床下浸水
（戸）

床上浸水
（戸）

死者
（人）

昭和５７年７月豪雨と台風第１０号 844 153 116,473 45,367 427

昭和５８年７月豪雨 333 82 11,264 7,484 112

平成元年前線、低気圧 418 108 44,668 26,777 20

平成2年前線、台風第２０号 487 91 11,134 3,280 5

平成3年前線、台風第１７、１８，１９号 287 147 70,585 18,815 84

平成5年年台風第１３号 540 91 0 3,770 48

平成6年台風第２６号 733 77 0 569 3

平成7年梅雨前線 443 114 16,013 2,195 4

平成8年台風第１２号 372 113 1,796 76 5

平成9年前線、台風第１１号 504 99 559 66 0

平成10年前線 735 126 9,973 9,720 9

平成11年低気圧 316 153 4,073 1,449 4

平成12年停滞前線　台風第14・15・17号 505 114 46,342 22,885 10

平成13年前線、低気圧 394 126 906 272 0

平成14年梅雨前線 401 104 4,188 3,558 23

平成15年台風第１４号 291 93 303 72 3

平成16年台風第２１号、秋雨前線 741 139 15,431 5,385 26

平成17年梅雨前線による大雨 347 100 2,805 151 5

平成18年台風第１３号 312 122 1,177 189 9

平成19年台風第４号と梅雨前線による大雨と暴風 533 107 3,492 501 6

平成２０年８月末豪雨 302.5 146.5 19,354 3,106 2

平成２１年７月中国・九州北部豪雨 338 116 9,555 2,191 31

平成21年熱帯低気圧・台風第９号による大雨 678 100.5 4,399 962 25

平成21年台風第１８号による暴風・大雨 365.5 83.5 2,795 538 5

一般被害

被害状況

平成１１年６月梅雨前線豪雨

降雨状況

降雨状況

被害状況

一般被害 公共土木施設災害
 (河川･砂防･道路)
※市町村分を含む査定決定額

※出展「大阪府HP」

※出展 気象庁HP「災
害をもたらした気象事
例」

※災害をもたらした気
象事例とは、被害を総
合的にみて規模の大
きなもの、社会的な関
心・影響が高い災害事
例のこと。

※昭和57年～平成21
年までの主な水害のう
ち、平成20年までにつ
いては、その年の最大
の時間雨量のものを
抽出し、平成21年は全
ての水害を抽出。



Ⅰ-4 治水手法選定の一般的な方法は？

①河川改修

川幅を広げる、堤防
を高くする、川底の掘
削を行うなどにより、
河川だけで水が多く流
れるようにする方法。

②河川改修＋ダム

川の上流部に設置し、
一時的に水を貯留して、
下流へ一度に大量の水
が流れないようにする。
ダムと河川改修を組み
合わせる手法。

④河川改修＋遊水地

川の中流部などに設置し、大雨の時に
河川の水を流入させて一時的に貯留する
遊水地と河川改修を組み合わせる手法。

○河川改修（①）が基本。

○人家密集箇所など、川幅を広げることが困難な場合には、

②ダムや③放水路、④遊水地なども組み合わせる。
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③河川改修＋放水路

川の中流部などに
設置し、洪水を直接
他の川や海などへ流
して洪水被害を軽減
する方水路と河川改
修を組み合わせる手
法。



⑤地下河川

道路等の公共施設の地下空間を有効利用し、新
たな放流施設を作る方法。

⑥調節池

公園や駐車場などの地下に建設する施設で、
水路や下水道からの雨水を一時貯留する方法

○密集した市街地などでは、河川の拡幅や新たな河川などの開削は困難であるため、道路
等の公共施設の地下空間を有効利用して地下河川（⑤）を建設したり、また、公園や駐車
場などの地下に調節池（⑥）を建設し、洪水を一時貯留する。

公園など

調節池
下水道管

水路地下部分
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調節池

地下河川

遊水地

河道、分水路

凡 例

打上治水緑地

恩智川（法善寺）
多目的遊水地

毛馬排水機場

たち川

打上川

南前川

寝屋川導水路

寝屋川

讃良川

岡部川

清滝川
清滝川分水路

江蝉川
権現川

谷田川

鍋田川

大川

日下川

音川

新川

御神田川

箕後川

長門川

楠根川

第二寝屋川

恩
智
川第

二
寝
屋
川

寝屋川

平
野
川
分
水
路

平
野
川

城北川

堂島川

大
川

安治川

土佐堀川

東
横
堀
川

道頓堀川

尻無川

木
津
川

駒
川 今
川

鳴
戸
川 平野川

六
軒
屋
川

正連寺川

住吉川

北部地下河川

なにわ大放水

大久保調節池 御幸西調節池

萱島調節池

三ツ島調節池

南郷調節池

朋来調節池

香里西調節池

大東中央調節池

松原南調節池

布施公園調節池

布施駅前調節池

八戸の里公園
調節池

長瀬調節池

新家調節池

志紀調節池

大正川調節池

八尾広域防災
基地調節池

宝町調節池

恩智川治水緑地

中鴻池調節池

恩智川（花園）
多目的遊水地

千里丘寝屋川線
下調節池

大日南調節池

門真南調節池

大和川

淀川

Ｐ

南部地下河川

太間排水機場

恩
智
川

寝屋川治水緑地

一番町調節池

P

P
東諸福調節池

西郷通調節池

古
川

（平成18年度完成）

三箇大橋

大阪市

守口市

門真市

寝屋川市

枚方市

交野市

四條畷市

大東市

東大阪市

八尾市

柏原市



Ⅰ-5 大阪府域の過去の洪水被害は？

○大阪府では、昭和４０年代以降、Ｓ４２北摂豪雨、Ｓ４７大東水害訴訟の原因
となった豪雨災害、Ｓ５７には、東大阪・南大阪地区を中心に豪雨被害を受け
た。

②

③

④
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②北大阪

①西大阪

④南大阪

③東大阪

（死傷者12人、家屋被害169戸、床上浸水10,610戸、床下浸水63,460戸）

台風１０号及び低気圧による豪雨（西除川中下流部で氾濫）S57

（死者3人、家屋被害577戸、床上浸水9,283戸、床下浸水60,146戸）

台風20号（鍋田川、谷田川決壊、自衛隊に出動要請）

梅雨前線による豪雨S47

（死傷者177人、家屋被害172戸、床上浸水16,684戸、床下浸水119,976戸）

台風7号くずれによる豪雨（北摂豪雨）S42

洪水による被害年度



○昭和42年に北摂地域や寝屋川流域、昭和57年に寝屋川流域や南大阪で大きな洪
水被害を受けた。このとき、1/100年確率降雨に相当する雨量（時間雨量80ミリ相
当）を記録した地域では罹災率（市内の被災家屋の割合）10％を超える被害が発
生。
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昭和57年8月豪雨

120mm/日

120mm/日

170mm/日
（50ミリ相当）

150mm/日

南大阪で強い
降雨を観測

西除川

大津川

270mm/日
（80ミリ相当）

凡例（罹災率）

昭和42年7月豪雨

10％以上

5～10％

1～５％

1％未満

120mm/日

120mm/日

170mm/日
（50ミリ相当）

150mm/日
北摂で強い降
雨を観測

神崎川・安威川

270mm/日
（80ミリ相当）

170mm/日
（50ミリ相当）

芥川

檜尾川

寝屋川

平野川

■昭和42年災害(7月)
・時間雨量60mm(茨木)
総雨量302mm(箕面)
・死者：7人
負傷者：170人
・浸水家屋
[床上]  16,876戸
[床下]119,976戸
■昭和57年災害(8月)
・時間雨量50mm(尾崎)
総雨量404mm(千早)
・死者：8人
負傷者：4人
・浸水家屋
[床上]  11,686戸
[床下]  62,421戸

箕面川

凡例（罹災率）

10％以上

5～10％

1～５％

1％未満



Ⅰ-6 市街地の拡大状況は？

○大正期には、市街地が大阪市内を中心とした範囲であったものが、戦後、急激な都市化が進

み、昭和５０年代にはほぼ大阪府域全域に広がった。

○この市街地の拡大も昭和４０年代以降の大規模な災害発生の一つの要因であると考えられ
る。

市街地の変遷

T5頃 S5頃 S35頃 S53頃

大阪府の人口推移

出展：「大阪府土木部60年のあゆみ」 出展：大阪府ホームページ
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Ⅰ-7 大阪府の治水の計画目標とは？

○大阪府では、個別河川の流域の大部分が市街地であること、低地の面積・人口が
大きく被害ポテンシャルが高いことから、府が管理する全ての河川で計画目標
を1/100（時間雨量80ﾐﾘ程度）としている。
なお、雨の降り方は地域毎に異なるため、過去の実績降雨データにより計画目標
を設定している。

〔参考データ〕
・低平地が多い（低地割合：33%(全国2位)）
・低平地に人口が集中（低地内人口：560万人(全国1位)）
・DID地区が多い（DID地区割合：48%(全国1位)）
・DID地区内人口は総人口の97％(全国1位)を占める（DID地区※内人口：844万人(全国2位)）

※淀川・大和川などの国直轄管理河川の計画目標は1/200となっている。

○計画目標の設定に当っては、学識者や住民の意見を反映している。

・「大阪府河川整備長期計画（平成8年3月）」（府全域）
⇒学識経験者による検討会で審議

・「河川整備基本方針」（各流域毎）
⇒学識経験者による委員会で検討、住民意見を反映

※DID地区とは・・・人口集中地区のこと。①原則として人口密度が1平方キロメートル当たり4,000人以上の基本単位区等が市区町
村の境域内で互いに隣接して、②それらの隣接した地域の人口が国勢調査時に5,000人以上を有する地域。

（出展：「総務省」ホームページより）



降雨強度曲線（大阪府）泉南地区
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出展）「大阪府の計画雨量」（平成8年3月）

100年確率
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○1/100年確率降雨とは、各地域の過去の降雨実績から求めた、１時間あたりの降

雨強度のことで、地域により違いがあるものの、大阪府では概ね時間雨量80ミリ

となっている。

Ⅰ-8 1/100年確率降雨とは？



Ⅰ-9 河川整備の考え方は？

８０ミリ対策

５０ミリ対策

計画目標整備

段 階 整 備

被害実績⇒大
流域資産⇒大 その他一般河川

＜当面の整備レベルとして・・・＞

【府域全河川の計画目標】 ８０ミリ対策

○昭和３９年に河川法が改正され、河川工事に関しては治水計画を立てていくということが明文化され、
これを受けて大阪府では、既往最大降雨もしくは1/100（時間雨量８０ミリ程度）降雨を計画目標とし、洪
水対策を行うこととした。

○将来は計画目標80ミリ対策とするが、一度に全ての河川において計画目標を達成するには莫大
な時間と費用がかかり、途中段階では地域間の治水レベルに差がつきすぎてしまうため、当面の
目標として時間雨量50ﾐﾘへの対応を設定し、段階的に事業を進めている。

○個別河川については、各河川の状況や被害の実績、流域資産の大きさを考慮し、50ミリ対策の
段階的整備を行うか、計画目標で整備を行うかを判断している。（中期計画策定時に進め方を決
定）

【考え方フロー】

Ⅰ-11



■ 「大阪府都市基盤整備中期計画」（H13.9）（大阪府都市整備部）

○淀川、大和川、猪名川の国土交通省管理の河川を除く大阪府管理河川を対象に、今後10年間に
重点的に事業を進める箇所を決定した。

《STEP1》中期計画の「対象河川」選定

事業を行う河川を選定する。80ミリの流下能力がある箇所、山間部の河川などは対象から除外。

《STEP2》検討区間及び治水対策目標の設定

過去の被害実績、災害発生時の影響を考慮し、事業を行う区間及び区間の治水対策の目標の設定を行う。 （河川

の区間毎に段階整備を行うか、段階を踏まずに計画目標で行うかを設定。）

《STEP3》整備目標・設定区間への評価

現況の流下能力と、費用対効果、その他多元的な評価（関連事業など）を考慮し、各河川の区間のうち、最優先で
整備すべき箇所を抽出する。（優先順位の決定）

《STEP4》評価結果のチェック

3段階に分類した評価結果を、上下流バランス、地元自治体との連携などを考慮して再チェックし、今後の重点箇所
を決定する。

【主な考え方】
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１／１００年確率降雨（時間雨量８０ミリ程度）については、「１／１００年確率降雨（時間雨量８０ミリ程度）については、「8080ミリ」、ミリ」、

１／１０年確率降雨（時間雨量１／１０年確率降雨（時間雨量5050ミリ程度）については、「ミリ程度）については、「5050ミリ」とし、ミリ」とし、

また、時間雨量また、時間雨量8080ミリ程度の降雨に対する流下能力を確保するような河川整備を行うことミリ程度の降雨に対する流下能力を確保するような河川整備を行うこと
を「を「8080ミリ対策」、時間雨量ミリ対策」、時間雨量5050ミリ程度の降雨に対する流下能力を確保するような河川整ミリ程度の降雨に対する流下能力を確保するような河川整
備を「備を「5050ミリ対策」とする。ミリ対策」とする。



■大阪における治水事業の重点化フロー
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〈STEP１〉

〈STEP２〉

① 過去の被害実績
項目 評価

過去の被害規模 多⇔少

過去の災害回数 多⇔少

② 災害発生時の影響
評価基準 評価・点数

面積 氾濫想定面積 多⇔少

重要な公共施設 施設数 多⇔少

沿川の現況 人家連担 高

土地利用 農地 　

山林・荒地 低

DID地区 高

市街化区域 　

市街化調整区
域

低

築堤 高

掘込 低

合計点数 区分

高 1/100(80mm/h)

　 50mm/h

低 当面実施せず

都市計画等

河川の形態

評価基準

浸水家屋戸数or冠水面積

検討区間の目標設定

項目

氾濫区域

回数

土地利用

当面の治水目標の設定

設定レベル＜現況治水安全度 設定レベル＞現況治水安全度

ランクⅢ（当面整備を保留する箇所）

改修必要区間の絞込み

① １／１００(80mm/h）の改修済み河川
② 50mm/hの能力がある山間部河川

以下の河川を検討対象外とする。

ＳＴＥＰ３へ

〈STEP３〉

【「3つの観点」からの評価】

① 治水安全度の評価
項目 評価

A

B
流域の安全度 C

② 経済性の評価
項目 評価

費用対効果（b/c） A　B

③ 多元的な評価
評価

A

B

C

継続事業の投資効果発現

自然環境の保全

現況流下能力

STEP2の７項目（①、②）の点数により分類

50mm/h　あり

50mm/h　なし

評価基準

ありorなし

項目

評価基準

b/cの大小

評価基準

ランクⅠ　　　　　　最優先で整備すべき箇所
ランクⅡ　　　　　　優先的に整備すべき箇所
ランクⅢ　　　　　　当面整備を保留する箇所

下水道の放流制限等

効果が顕著or限定的

効果が顕著or限定的

実施中及び計画ありorなし

5年未満or以上

親水空間の創出

関連事業との一体的な整備

整備目標・優先順位の設定

A、B、Cの組み合わせで分類

事業の優先度ランク分け

財政状況

事業の「重点箇所」を選定
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Ⅰ-10 計画の基準と被害との関係は？

○大阪府が当面の目標としている時間雨量50ミリや、計画目標としている時間雨
量80ミリを超える降雨は全国的にも多く発生しており、また、多大な被害も発生
している。

Ⅰ-14

大阪全国

※昭和57年～平成20年までの主な水害のうち、その年の最大の時間雨量のものと、最小の時間雨量のものを抽出。平成21年については、全ての水害
を抽出。



80ミリ対策時の河床

護岸は80ミリで整備

Ⅰ-11 段階整備の考え方は？

○個別の河川整備にあたっては、80ミリ対策に基づく川幅で用地の取得や護岸の整
備を行い、河床掘り下げなどを残して50ミリ対策を実施。

80ミリ対策での必要幅で用地買収を実施

50ミリ対策時の河床

Ⅰ-15

現況

河床掘削を行うことで、
80ミリ対策となる。



Ⅰ-12 これまでの大阪府の治水事業の進め方と現在の進捗状
況は？

○昭和36年以前の高潮被害や昭和42年の北摂豪雨により、昭和53年時点では北大阪、西大阪

地域が平均を上回って進捗していた。

○東大阪地域は、昭和47年の大東水害、昭和57年の豪雨以降、整備を推進し、昭和60年代前

半に大阪府内の平均を上回る整備率となった。

○南大阪地域は、昭和57年の豪雨を契機に整備を推進してきた。

50%

60%

70%

80%

90%

100%

Ｓ５３ Ｓ６３ Ｈ１０ Ｈ２０

河
川
整
備
率

北大阪、西大阪

東大阪

南大阪

全　　体

５０ミリ対策河川整備率
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②北大阪

①西大阪 ③東大阪

④南大阪
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80ミリ対策進捗率：流域対策を含めた進捗率

○平成２０年度末の大阪府域の河川整備の進捗率は、50ミリ対策で８９％。80ミ
リ対策で35%となっている。（要改修延長621kmのうち、50ミリ対策については、
554kmが整備済みであり、80ミリ対策は219kmが対策済み）

50ミリ

80ミリ

北大阪

西大阪
東大阪

南大阪

50ミリ、80ミリ対策整備率

Ⅰ-17



低地人口と河川整備率
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Ⅰ-13 他府県と比較してどうか？その評価は？

○他府県より高い50ミリ対策の整備率となっているが、水害リスクの高い低平地が多く、一度水害を受けた場
合の被害ポテンシャルが高い地域であるため、過去から積極的に治水対策を進め、安全・安心なまちづくりを
進めてきた。
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大阪府

※各都道府県ホームページ及び聞き取り結果（福井県、広島県、長崎県は未公表）

※低地とは、河川の
堆積作用によって形
成された沖積低地、
海岸部の海岸低地、
山地の谷あいに形成
された谷底低地、山
麓部に広がる扇状地
などのこと。

※出展｢国土統計要覧H12｣、総務省HP「統計データ」

神奈川県

東京都

北海道

兵庫県

埼玉県



Ⅰ-14 50ﾐﾘ対策はどのようにすすめてきたのか？

○本府では、過去の被災状況を鑑み事

業を重点的に実施してきた。

○昭和42豪雨災害、千里ニュータウン

開発を契機に北摂地域の治水対策、

昭和57年豪雨災害を契機に、東大阪、

南大阪地域の治水対策を推進してき

たところである。
○特に人口資産が集中している東大阪
地域の治水対策を重点的に進めてき
た。

○個別の河川改修の進め方については、
下流部の市街化が進む人家が密集す
る区間を優先的に進めているため、
相当の事業期間、事業費を費やして
きた。

○その結果、現在は上流部の50ミリ対

策が残っている状況にある。

※寝屋川流域を除く Ⅰ-19

 凡　　　例

 国　直　轄　管　理　河　川

５０ミリ対策完了済

５０ミリ対策未整備
府管理河川

 凡　　　例

 国　直　轄　管　理　河　川

５０ミリ対策完了済

５０ミリ対策未整備
府管理河川



Ⅰ-15 80ミリ対策の進捗状況は？

※寝屋川流域を除く Ⅰ-20

 凡　　　例

 国　直　轄　管　理　河　川

府管理河川
８０ミリ(1/100）対策完了済

８０ミリ（1/100）対策未整備

 凡　　　例

 国　直　轄　管　理　河　川

府管理河川
８０ミリ(1/100）対策完了済

８０ミリ（1/100）対策未整備



Ⅰ-16 大阪府の河川事業の体系は？

Ⅰ-21

河川事業

河川改修事業

総合治水事業

高潮事業

ダム事業

環境整備事業

維持・管理事業

槇尾川ダム、安威川ダム 等

槇尾川、西除川 等

寝屋川流域

木津川 等

近木川 等

府内河川

建設

維持
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○ 河川事業に関する建設費と維持費の推移



都市整備部

土木事務所

河川室

河川環境課

維持管理課

建設課

河川整備課

ダム砂防課

寝屋川水系
改修工営所

維持管理課

維持管理課

工務課

施設課

西大阪治水事務所

工務課

安威川ダム
建設事務所

建設課 Ⅰ-23
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○ 河川事業の執行体制の推移
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○治水対策とは、洪水や高潮等の水害から、人命や財産、社会経済活動等
を守るための対策をいう。

○大阪府では、これまで昭和２０～３０年代にかけてはジェーン台風など
による高潮被害を、昭和４０年代以降は北摂豪雨などによる洪水被害を
受け、それらを契機に治水事業を展開。結果、大阪府では、時間雨量50
ミリ対策で８９％の進捗となった。

○他府県と比較すると、進捗状況は、東京都の７１％や神奈川県の８２％
と比べて高くなっているが、これは、大阪府域に水害リスクの高い低平
地が多く、過去から、度重なる水害を経験してきたこと、いったん水害
を受けた場合の被害ポテンシャルが高いことから治水対策に積極的に
取り組んできた結果である。

まとめ
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